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研究要旨 

2020 年 4 月より「望まない受動喫煙をなくす」ことを求めた改正健康増進法（以下、改

正法）が全面施行された。第二種施設として分類された飲食店等のうち、客席面積が 100 m2

を超える、あるいは、資本金が 5,000 万円以上の規模が大きい飲食店は、屋内禁煙または喫

煙専用室の設置による客席の受動喫煙防止対策が義務となった。全面施行時に営業されて

いた既存の小規模（客席面積が 100m2 以下）な飲食店は経過措置として喫煙可能を選択す

ることが可能であるが、一定数の店舗は自主的に全面禁煙を選択している状況である。

 本研究において、まず、バーやスナックなど酒類を提供する飲食店が改正法、

あるいは、コロナ対策をきっかけに全面禁煙とし、店舗の禁煙化はその後の営業に影響しな

かった事例を収集、メディアでの情報公開を行った。過去の研究から喫煙専用室ではタバコ

煙の漏れの防止は困難であること、今年度の研究から喫煙フロアのタバコ煙は階段スペー

スを経由して禁煙フロアに拡散することを確認できたことから、喫煙できる場所を残すの

ではなく全面禁煙を推奨する根拠が得られた。室内で喫煙した場合に壁紙に染みつくタバ

コ成分の精密な測定法を確立するとともに、実際に某ホテルで喫煙可能客室を禁煙室に転

換した前後での実測データから、残留タバコ成分（三次喫煙）を除去するためには、壁紙や

カーテン、什器の交換、絨毯の清掃、さらに、エアコンの洗浄が必要であり、多額の費用が

必要であることも明らかになったことから「喫煙可能店から禁煙店への変更を行おうとす

る事業者にとって参考となる技術的留意事項」をとりまとめた。

また、健康診断・人間ドックの問診と余剰尿の 477 名分の集計結果から、職場や家庭で

受動喫煙がある者は尿中のタバコ煙曝露マーカー（ニコチン、コチニン、3-ヒドロキシコチ

ニン）、発がん性ニトロソアミン代謝物（NNAL） ならびに DNA 損傷マーカー（8-OHdG、 

m7G）が有意に高い値を示すことを明らかにした。さらに、非喫煙女性で同居者に喫煙者が

いる群では呼吸機能の指標が有意に低値を示し、受動喫煙との関連が示唆された。

 以上の研究は、喫煙可能室から全面禁煙への形態変更を促し、最終的にはわが国の屋内の

受動喫煙防止対策の推進に寄与すると考えられた。

A． 研究目的 
 平成 30(2018)年 7 月、「望まない受動喫

煙をなくす」ことを目的とした改正健康増

進法（以下、改正法）が公布された。令和元

(2019)年 7 月の一部施行で第一種施設（学

校、病院、行政機関等）は敷地内禁煙、令和

2(2020)年 4月の全面施行で第二種施設（一

般企業、飲食店等）は原則屋内禁煙（喫煙専

用室設置可）とする対策が求められた。 

なお、改正法の国会審議において、参議院
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の附帯決議として「喫煙可能店から禁煙店

に変更することで受動喫煙を生じないこと

を確認できるよう、受動喫煙が生じない状

況に至る状況を条件ごとの調査研究」する

ことが求められた。

 本研究の第 1 の目的は、改正法により、

「望まない受動喫煙」をなくすため、喫煙可

能店から禁煙店へ変更を行う施設事例に関

する情報を収集することである。 

第 2の目的は、業種や施設の状況、設備の

実態等で異なる受動喫煙の曝露について粒

子状物質とガス状物質の両面からの分析を

行うことである。 

第 3の目的は、受動喫煙対策の変更時に講

じられた設備面や運用面に関する対策や取

り組みに関する情報の収集、分析及び評価

を行うことである。 

第 4の目的は、喫煙可能店から禁煙店へ変

更を行おうとする事業者にとって参考とな

る技術的な受動喫煙対策について留意事項

を提示することである。 

第 5の目的は、喫煙と受動喫煙による生体

への悪影響を明らかにすることで改正法の

意義を改めて裏付けるとともに、自主的に

喫煙可能店から禁煙店に移行する社会的な

風潮を醸成することである。 

B．研究方法 
１．喫煙可能店を禁煙店に変更した施設の

分析（伊藤班員） 

１）飲食店を対象としたインターネット

調査を 502店舗に対して実施した。 

２）上記の調査への回答者を含む 1,182

店舗に対して受動喫煙対策と新型コロ

ナ感染症対策に関する情報整理を行っ

た。 

２．喫煙専用室の内外の空気環境の衛生工

学的調査（大和班員、姜班員、朝長班員） 

 都内、および、福岡市で喫煙フロアと

禁煙フロアを分ける受動喫煙対策の効

果を、微小粒子状物質（PM2.5）のリアル

タイムモニタリングにより計測した。

３．喫煙専用室の壁等から発生する三次喫煙の

測定法の確立（樋上班員） 

 密閉容器内でタバコ臭を付着させた

ペーパータオルを入れ、室内の空気を通

気し、押し出されてくる空気中の臭気の

強度をにおいモニタによるリアルタイ

ムモニタリングを行う測定装置の検討

を行った。 

４．喫煙専用室を禁煙化する前後の化学物

質濃度の測定（若尾班員） 

 某ホテルが喫煙可能な客室を禁煙室

に改装した際に必要となった費用の評

価を行った。 

５．喫煙と受動喫煙による尿中バイオマー

カーと呼吸機能の評価

（大森班員、河井班員） 

1) 健診・人間ドック受診者の喫煙・受

動喫煙によるバイオマーカー評価 

検査の余剰尿（477 名分）に含まれるタ

バコ煙ばく露マーカー（ニコチン、コチ

ニン、3-ヒドロキシコチニン、発がん性

ニトロソアミン代謝物：NNAL 等）及び尿

中の酸化的 DNA損傷マーカー（8-OHdG）、

ならびに DNA メチル化マーカー(m7Gua）

の測定を行った。 

2) 健診・人間ドック受診者の喫煙・受動
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喫煙による呼吸機能への影響評価 

 受診者の喫煙状況、日常生活と職場で

の受動喫煙状況、呼吸機能に関する情報

とデータを収集した。 

C．結果 
１．喫煙可能店を禁煙店に変更した施設の

分析（伊藤班員） 

2020 年 4 月以降に禁煙化に踏み切った

バー、居酒屋、角打ちなどの酒類の提供

を主とする店舗の事例について、インタ

ビュー調査を行い、記事として取りまと

め、飲食店経営者向けのメディアにおい

て配信した。コロナ禍における感染対策

との関連や禁煙に関する工夫について、

取りまとめ、情報を整理し資料を作成し

た。冊子の執筆にはメディアライターや

研究者、構成には PR 企業の協力を得た。 

２．喫煙フロアと禁煙フロアの空気環境の

衛生工学的調査 

（大和班員、姜班員、朝長班員） 

  紙巻きタバコの燃焼に由来する微小粒

子状物質（PM2.5）のリアルタイムモニタ

リングにより、喫煙フロアのタバコ煙は

階段スペースを経由して禁煙フロアに

まで拡散することが認められた。

３．喫煙専用室の壁等から発生する三次喫煙 

（樋上班員） 

 密閉容器内でタバコを燃焼させ、タ

バコ臭を付着させたペーパータオルか

ら発生するガス状物質の濃度を繰り返

し計測し、鋭敏に測定が可能な対象ガ

スの特定、および、測定器（においモニ

タ、検知管）を特定した。また、ペーパ

ータオルから発生するガス状物質を連

続的に測定可能な実験装置を２組作成

し、両者は良好な一致を得た。 

４．喫煙専用室を禁煙化する前後の化学物

質濃度の測定（若尾班員） 

某ホテルで喫煙可能な客室の壁紙や

カーペットを貼り替え、エアコンのフ

ィルター交換、カーテンの洗浄をおこ

なって禁煙室に改装したところ、ガス

状物質は検出されなくなったことを昨

年度の研究で報告した。今年度は、上記

の改装にどの程度の費用が必要になる

のかを明らかにした。今後、「喫煙可能

店から禁煙店への変更を行おうとする

事業者にとって参考となる技術的留意

事項」だけでなく、費用面での提案項目

も明らかにすることが出来た。 

５．喫煙と受動喫煙による尿中バイオマー

カー、呼吸機能の評価

（大森班員、河井班員） 

健診・人間ドック受診者の喫煙と受動

喫煙の有無と余剰尿 477 サンプルの結

果から、受動喫煙がある場合の尿中の

タバコ煙の曝露マーカー（ニコチン、コ

チニン、3-ヒドロキシコチニン）は、受

動喫煙がない、と答えたグループに比

べて有意に高い値を示した。その結果

は、紙巻きタバコ、加熱式タバコのいず

れにおいても同様であった。

 また、職場における受動喫煙頻度が

高いと回答、あるいは、受動喫煙対策が

行われていない職場に勤務している非

喫煙者の尿中 TNE および NNAL レベ

ルが有意に高かった。呼吸機能との関
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連については、非喫煙女性 30 歳以上

40 歳未満の群 83 名において、同居者

に喫煙者がいる群（21 名）は、同居者

に喫煙者がいない群（62 名）と比べて、

呼吸機能の指標が有意に低値であった。

また、受動喫煙がないグループにおい

て、同居者に喫煙者がいる場合は、8-
OHdG を除く他の全ての指標で有意に

高い値を示した。

呼吸機能検査では、非喫煙女性 30 歳

以上 40 歳未満の群 83 名において、同

居者に喫煙者がいる群（21 名）は、同

居者に喫煙者がいない群（62 名）と比

べて呼吸機能の指標が有意に低値であ

った。

D．考察 
令和 2(2020)年 4 月に全面施行された改

正健康増進法（以下、改正法）により、大規

模な飲食店等で喫煙可能店が禁煙化、喫煙

専用室を設置する対策が義務となり、一部

の小規模で既存の飲食店でも自主的に禁煙

化、あるいは、喫煙専用室を設置する事例が

増えてきている。

 本研究では、改正法をきっかけとして自

主的に禁煙化を実施した飲食店等の売り上

げを含む情報を収集し、これから禁煙化を

検討する事業者にそのノウハウを冊子や

Web 上で公開すること、喫煙専用室の設置

や喫煙フロアと禁煙フロアを設定する対策

では受動喫煙は防止が困難であること、喫

煙室として使用された部屋を禁煙化する場

合には壁紙や什器、絨毯、エアコンなどの大

規模な清掃に多額の費用が必要であること、

受動喫煙によって遺伝子の損傷や肺機能へ

の悪影響が発生することが示された。

 本研究を発展させることで、喫煙室内外

の環境改善に資する課題とその解決方法が

明らかとなり、その結果、改正健康増進法、

および、東京都や千葉市の受動喫煙防止条

例が全国に拡大することが期待できる。

また、喫煙専用室を残す場合であっても、

タバコ煙の漏れの有無とその程度、漏れの

程度を最小限に抑えるための工夫が明らか

になると考えられた。
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